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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 48(行ツ)108 原審裁判所名 東京高等裁判所 

事件名 宅地建物取引業免許更新拒絶処分

の取消等請求 

原審事件番号 昭和 47(行コ)88 

裁判年月日 昭和 50 年 11 月 21 日 原審裁判年月日 昭和 48 年 9 月 26 日 

法廷名 最高裁判所第二小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 集民 第 116 号 519 頁   

 

判示事項 宅地建物取引業法（昭和四六年法律第一一〇号による改正前のもの）一一条の

二第二項にいう「その者が、みずから主として業務に従事する事務所」の意義 

裁判要旨 宅地建物取引業法（昭和四六年法律第一一〇号による改正前のもの）一一条の

二第二項にいう「その者が、みずから主として業務に従事する事務所」とは、

当該事務所の業務を主として取引業者みずから行う事務所であることを要する

にとどまらず、当該取引業者が取引業務を自己の主たる業務として行う事務所

であることを要する。 

 

全 文 

主    文 

本件上告を棄却する。 

上告費用は上告人の負担とする。 

理    由 

上告代理人杉本俊明の上告理由第一点及び第二点について 

原審は、宅地建物取引業法（昭和四六年法律第一一〇号による改正前のもの）一一条の二第

二項にいう「その者が、みずから主として業務に従事する事務所」とは、当該事務所の業務を

取引業者がみずから主として行う事務所を意味するにとどまらず、当該取引業者が取引業務

を自己の主たる業務として行う事務所の意味をも含むとしたうえで、その適法に確定した事

実関係の下においては上告人の静岡市内の事務所は右条項にいう事務所にあたらないとした

ものであり、その判断は、正当として是認することができる。原判決に所論の違法はなく、論

旨は、独自の見解に基づいて原判決を非難するものであつて、採用することができない。 

よつて、行政事件訴訟法七条、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員一致の

意見で、主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 岡原昌男 裁判官 大塚喜一郎 裁判官 吉田豊 裁判官 本林讓) 

 


